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実施計画書及び推進管理表の凡例 P1～2

実　施　項　目　名

持続可能な行財政運営の
推進

使用料・手数料の見直し

補助金・負担金の見直し

上水道料金の適正化

下水道使用料の適正化

公共施設等総合管理計画の推進

学校給食運営のあり方検討

外郭団体の見直し・経営
の健全化

 第三セクターの健全経営の維持

土地開発公社の解散

市民に寄り添った行政
サービスの提供

 ＤⅩを活用した行政サービスの充実

窓口業務改善の推進

公共施設予約システムの更新

人財育成・組織力の強化

職員の意識改革と能力の向上

 効率的な組織の構築と組織力の強化
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：⑩ 目標・効果値 ・歳入増額や歳出削減額の目標（見込み）額
・各取り組みで効果が得られた値（％、件数）や事柄など

⑨ 実施スケジュール ・取り組みの実施に向けて調査や準備、体制
　（システム）の構築の段階の年度です。

・事業の開始や廃止、システムの稼動、各種
　削減など、具体的な取り組みを始める年度です。

・「実施」された取り組み（以前から取り組んで
　いるものを含む）を引き続き行う年度です。

・「実施」された取り組み（以前から取り組んで
　いるものを含む）の拡大や見直しを行う年度です。

⑦ 取　組　内　容 目標を達成するための、具体的な方法・内容を示したものです。

⑧ 取　組　項　目 取組内容の主な項目です。

（担当課室長）です。

⑤ 現 状 ・ 課 題 取り組みの背景にある、現在の状況や課題です。

⑥ 目　　標 実施項目における目標です。

③ 推 進 管 理 者 実行体制の総括者（担当部局長）です。

④ 実 行 責 任 者 実施項目に係る調査・検討・実行を行う作業部会の責任者

① 基　本　方　針 該当する基本方針です。

② 実 施 項 目 名 課題に取り組むための項目名です。

目標・効果値

⑩

実施スケジュール

取組項目 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

⑧ ⑨

現状・課題 　⑤

目　　標 　⑥

取組内容 　⑦

実施項目名 　②
実行責任者
（部会長） ④

第五次行政改革大綱　実施計画書【凡例】

基本方針 　① 推進管理者 ③

検討

実施

継続

推進
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：

：

：③ 取組項目の評価 進捗（実行内容）に対する内部評価です。

△…様々な事情により、計画を変更せざるを得なかったもの

×…特別な事情が無く、計画が実行できなかったもの

② 取組項目の進捗 取組項目の実施スケジュールに対する進捗状況です。

○…計画どおり実行できたもの

R11年度

① 課題の変化 時間経過に伴う、社会経済情勢の変化や実施項目に関する環境等
の変化について。

第五次行政改革大綱　進捗管理表【凡例】

課題の変化 　①

取組項目の
進捗・評価

R７年度 ② 　③

R８年度

R９年度

R10年度
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※見直し件数は新設等による増減あり。

R10年度

目標・効果値

使用料・手数料の
見直し件数

- - 112 - -

進捗管理表

取組項目の
進捗・評価

積算シートの作成
（原価積算）

R11年度

実施項目名 １　使用料・手数料の見直し
実行責任者
（部会長）

財政課長

現状・課題

今後、運営コストの増や公共施設の老朽化や更新等による財政圧迫要因が強ま
ることから、健全な施設運営のために歳入の確保が求められる。利用者が適正
な負担をする施設運営を図るため、継続的な施設使用料・各種手数料の見直し
が必要となっている。

目　　標 施設の維持管理費の財源確保及び利用者と未利用者との公平性を保つ。

取組内容

第三次行革大綱より取り組んでいる施設使用料・各種手数料の見直しについ
て、見直しに向けた準備、取り組みを進め、必要に応じて令和9年度の改定
（令和9年度当初予算への反映）を実施する。その後、原則4年周期での見直
しを進める。

実施スケジュール

取組項目

実施計画書（変更箇所：朱書部）

基本方針 持続可能な行財政運営の推進 推進管理者 総務部長

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

使用料・手数料の
見直し内容の適用

個別ヒアリング・改定案
及び条例改正案の作成

条例の改正

R9年度

各施設の担当課が作成した積算シートをもとに個別ヒアリングを
行い、改定案の作成を行った。

R８年度

R７年度 〇

実施 実施

実施

検討・実施

実施

継続

検討・実施
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※見直し件数は新設等による増減あり。

チェックシートの作成

個別ヒアリング

交付対象団体等との調整

実施項目名 ２　補助金・負担金の見直し
実行責任者
（部会長）

財政課長

実施計画書（変更箇所：朱書部）

基本方針 持続可能な行財政運営の推進 推進管理者 総務部長

現状・課題
補助金等については、その効果等の検証が不十分なまま継続され、長期化・固
定化するといった課題がある。そのため、継続的に検証を行い、より効果が見
込める制度へ改善を図る必要がある。

目　　標
補助金・負担金の財源が広く市民からの税金で賄われていることに鑑み、公平
性・透明性・公益性を確保する。

取組内容
第三次行革大綱より取り組んでいる補助金・負担金の見直しについて、見直し
時期を令和10年度とし、準備、取り組みを進める。その後、原則4年周期で
の見直しを進める。

実施スケジュール

取組項目 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

補助金・負担金の
見直し内容の適用

要綱等改正案の作成・改
正

目標・効果値

補助金・負担金の
見直し件数

- - - 428 -

進捗管理表

取組項目の
進捗・評価

R７年度 〇
対象補助金・負担金に係るデータ抽出を行い、内容整理を実施し
た。補助金・負担金の新規追加・廃止は常に実施されるため、
R8年度も継続して実施する。

R８年度

R9年度

R10年度

R11年度

実施

実施

検討・実施

実施

実施

実施

継続
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※有収率・・・配水量に対する有収水量(水道料金の対象となる水量)が占める割合

実施項目名 ３　上水道料金の適正化
実行責任者
（部会長）

水道課長

実施計画書（変更箇所：朱書部）

基本方針 持続可能な行財政運営の推進 推進管理者 水道局長

現状・課題
現状では黒字を保ち安定した経営を維持しているが、人口減少や物価上昇等の
影響を受け、今後、水道料金収入の減少に加え経費が増加し、水道施設の維持
管理や老朽化施設の更新事業等に影響を及ぼすことが予想される。

目　　標 健全な水道供給基盤を確保し、安定的な事業運営を行う。

取組内容

漏水調査や修繕、計画的な管路及び施設の更新等により有収率の向上を図る。
また、水道ビジョンに掲げる取組について、上水道事業運営審議会に諮りなが
ら毎年度の進捗状況及び水道料金の検証を行う。
※なお、審議会での検証状況に応じて、適宜実施スケジュールを見直す。

実施スケジュール

取組項目 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

計画的な管路及び施設の
更新等による有収率の向
上

進捗管理表

審議会の開催

料金の検証

目標・効果値

有収率（％）
※R6年度…87.5%

87.5/87.5
※見込値

／88.1 ／88.8 ／89.4 ／90.0

取組項目の
進捗・評価

R７年度 〇

水道ビジョンに掲げる取組について、令和６年度末の経営状況等
の実績を反映した「計画推進の進捗管理」を運営審議会へ報告
し、現状の理解を得られた。現時点では経営状況は安定してお
り、水道ビジョンで公表した計画値を上回っているため、料金改
定の判断には至っていない。
また、水道ビジョンの投資・財政計画の見直しを行うため、運営
審議会を4回開催し、人口減少や物価上昇等を加味した今後10年
間の計画を策定した。なお、老朽管の更新等による漏水防止対策
を進めたが、寒波などによる給配水管等の漏水等により有収率
は、87.5％（見込）となっている。

R８年度

R9年度

R10年度

R11年度

実 施 ・ 継 続

実 施 ・ 継 続

実 施 ・ 継 続
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※経費回収率・・・汚水処理費（維持管理費）に対する使用料収入が占める割合

取組項目の
進捗・評価

R７年度 ○

生活排水処理施設運営協議会を開催し、本市の下水道事業の現
状、経営状況等や他市町の使用料体系について説明を行った。ま
た次年度より処理施設の統合や計画的な更新を行うことにより維
持管理費の削減を行いつつ、協議会において適正な使用料体系の
協議を行うこととした。

R８年度

R9年度

R10年度

R11年度

84.5 84.6 84.7 84.8 84.9

進捗管理表

協議会の開催

使用料の検証

目標・効果値

経費回収率（％）
※R6年度…81.92％

実施スケジュール

取組項目 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

施設の維持管理費の削減
や計画的な更新等による
経費回収率の向上

現状・課題
下水道事業については、一般会計からの繰入金に頼る財政状況である。今後の
下水道施設の維持管理や老朽化に伴う更新事業等に対応するため、安定した経
営に向けた事業運営が課題となっている。

目　　標 健全な下水道基盤を確保し、安定した事業運営を行う。

取組内容

施設の維持管理費の削減や計画的な更新等により経費回収率の向上を図る。ま
た毎年度の経営状況や事業の進捗状況を生活排水処理施設運営協議会に諮りな
がら、適正な下水道使用料の検証を行う。
※なお、協議会での検証状況に応じて、適宜実施スケジュールを見直す。

実施項目名 ４　下水道使用料の適正化
実行責任者
（部会長）

下水道課長

実施計画書（変更箇所：朱書部）

基本方針 持続可能な行財政運営の推進 推進管理者 建設部長

実 施 ・ 継 続

実 施 ・ 継 続

実 施 ・ 継 続
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実施項目名 ５　公共施設等総合管理計画の推進
実行責任者
（部会長）

施設マネジメント課長

実施計画書（変更箇所：朱書部）

基本方針 持続可能な行財政運営の推進 推進管理者 総務部長

現状・課題
今後の人口・財源の動向を見据えながら、地域住民との合意形成が図られる形
での個別施設計画の見直し、公共施設の適正な保有総量へコントロールしてい
くことが必要となっている。

目　　標
公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設等の保有総量を最適な規模とす
る。

取組内容
総合管理計画の基本方針に沿った個別施設計画（第2期）の推進、個別施設計
画（第3期）の見直し、及び、令和9年度から10年間の総合管理計画の策定等
を行い施設を削減する取り組みを行う。

実施スケジュール

取組項目 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

第2期個別施設計画の推
進

個別施設計画（第3期）
の見直し

公共施設等総合管理計画
策定の見直し

目標・効果値

保有施設延床面積削減率
Ｈ26基準（インフラ系を除
く）

32.0/37.5
％

※見込値
／38.1% ／38.8% ／39.2% ／39.2%

進捗管理表

取組項目の
進捗・評価

R７年度 △

目標値について、これまで施設削減数としていたが、公共施設等
総合管理計画の平成26年度を基準とした延床面積の削減率へと
変更を行った。
取組については、個別施設計画（第２期対象施設）の進捗状況調
査及びヒアリングを行い、計画推進を図った。計画より遅れてい
る施設(農業用施設や四季の里等）ついては、今後も施設所管課と
連携を図りながら、計画を推進していく。また、令和9年度公共
施設等総合管理計画の策定（令和8年度末）に向け、令和7年度
は各施設の個別施設計画の見直し作業及び施設の劣化度調査を実
施し、令和8年度も引き続き策定作業を進めていく。

R８年度

R11年度

R10年度

R9年度

実 施

継 続

継 続

実 施 継 続
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実施項目名 ６　学校給食運営のあり方検討
実行責任者
（部会長）

学校給食管理室長

進捗管理表

現状・課題
現在、給食調理業務は市の直営で運営を行っているが、正規職員の調理員が退
職等で減ってきており、今後の学校給食運営の検討を行っていく必要がある。

目　　標 今後の学校給食運営のあり方を検討し、方向性を決定する。

取組内容
安心で安全な学校給食の提供を安定的に行うために、給食調理員（正規職員）
の退職等に伴う人数の減少に対し、適正な人員配置の確保と並行し、他市町村
の取組事例を参考としながら、今後の学校給食の運営形態を検討していく。

実施スケジュール

取組項目 R7年度 R8年度

実施計画書（変更箇所：朱書部）

基本方針 持続可能な行財政運営の推進 推進管理者 教育部長

R9年度 R10年度 R11年度

給食調理業務運営の
方向性の協議

各施設毎の運営方式・
施設の更新等の方向性協

議

目標・効果値

給食調理業務運営の
方向性決定

 決定    

各施設毎の運営方式・
施設の更新等の方向性決

定
  決定  

取組項目の
進捗・評価

R７年度 ×

令和7年8月に「菊池市学校給食運営形態あり方検討委員会設置規
程」を制定し、第1回の検討委員会で現状と課題などについて協議
したが、調査等が他の業務と調整がつかず、2回目の開催までには
至らなかった。次年度早急に方向性の決定を行う。

R８年度

R9年度

 

R10年度

R11年度

実施検討

実施
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取組項目の
進捗・評価

R７年度 〇

オンライン化の手続きの数は、計画どおりフォームの整備（ぴっ
たりサービス、職員作成フォーム）が達成できる見込み。今後は
住民への周知及びフォーム改善へも注力し、住民満足度を更に上
げていく予定。

R８年度

R9年度

R10年度

R11年度

デジタル化に対する
満足度（年度毎）

／69% ／70% ／73% ／76%

151件/110件

※見込値
／170件 ／190件 ／210件 ／236件

進捗管理表

マイナンバーカードの活
用推進

オープンデータ活用の推
進（地図情報システムを
活用した地籍情報等の公
開）

／80%

目標・効果値

オンライン化された
手続きの数（累計）

※R６年度末…111件

実施スケジュール

取組項目 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

オンライン化（電子申
請・相談・受付等）の推
進

現状・課題
更なる市民サービスの向上を目指すために、DXを活用した事務の効率化が求
められている。

目　　標
オンラインやマイナンバーカードの活用等を通じて、利便性の高い行政サービ
スを提供する。

取組内容

「情報化推進アクションプラン」に基づき取り組む。主なものは次のとおり。
・行政サービスにおけるマイナンバーカードの活用推進。
・各種サービスのオンライン化（電子申請・相談・受付等）の推進。
・地図情報システムを活用したオープンデータの積極的な公開及び市民サービ
スへの利活用の推進。

実施項目名 ７　DXを活用した行政サービスの充実
実行責任者
（部会長）

情報政策課長

実施計画書（変更箇所：朱書部）

基本方針 市民に寄り添った行政サービスの提供 推進管理者 政策企画部長

継 続

実施 継 続

継 続
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R10年度

R11年度

実施項目名 ８　窓口業務改善の推進
実行責任者
（部会長）

市民課長

実施計画書（変更箇所：朱書部）

基本方針 市民に寄り添った行政サービスの提供 推進管理者 市民環境部長

現状・課題
業務範囲の拡大による異動届等手続の長時間化、手続時の市民負担、窓口業務
担当者の事務負担の増加がある。

目　　標 デジタル化を通じて、窓口手続きの混雑・長時間化等の課題解決につなげる。

取組内容
基盤となるマイナンバーカード取得促進を継続して行い、オンライン申請や
キャッシュレス決済の拡充及び利用実績を踏まえて証明書等夜間交付窓口を縮
小・廃止する。

実施スケジュール

取組項目 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

キャッシュレス決済の拡
充

マイナンバーカードを用い
た書かない申請書・らくら
く窓口

目標・効果値

マイナンバーカード
保有枚数率

※R6年度末…79.7％
83% 86% 89% 92% 95%

オンライン申請の推進

進捗管理表

取組項目の
進捗・評価

R７年度 〇

令和７年１１月より、市民課及び各支所窓口における証明書発行
等手数料のキャッシュレス決済を拡充した。また、マイナンバー
カードを用いた書かない申請書及びらくらく窓口の導入したこと
で、窓口で申請書の記入をすることなく証明書（住民票、戸籍、
印鑑証明証等）の交付が可能となり、市民の手続時の負担軽減及
び窓口事務の効率化に繋がった。

R８年度

R9年度

推 進

継 続実施

継 続実施
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　※マルチペイメント・・・公共施設予約システムに関する支払いを金融機関の窓口やATM

　だけではなく、インターネットや携帯電話からも手軽に行えるようにするシステム。

R10年度

R11年度

実施項目名 ９　公共施設予約システムの更新
実行責任者
（部会長）

社会体育課長

実施計画書（変更箇所：朱書部）

基本方針 市民に寄り添った行政サービスの提供 推進管理者 教育部長

現状・課題

社会体育、社会教育施設等の公共施設予約において「公共施設予約システム」
を令和元年度から運用開始したが、既存システムでは、動作の遅さやマルチペ
イメントシステムへの未対応など市民ニーズへの対応はもとより、業務での非
効率な面も見受けられるようになってきている。

目　　標
市民の利便性向上や職員の事務作業効率の向上を目的に公共施設予約システム
の再構築を図る。

取組内容

市民の利便性や使いやすさ等に配慮し、マルチペイメントなど時代に即したシ
ステムを構築することで利便性を向上する。
また、システム構築・運用コストの削減に努めるとともに、業務処理での操作
性・運用性の向上、機能の拡充、職員及び施設管理者の作業負担軽減等を図
る。

実施スケジュール

取組項目 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

システム構築

システム運用

目標・効果値

利用料金支払いにおける
マルチペイメントシステ
ムの活用率

－ 10% 15% 20% 30%

進捗管理表

取組項目の
進捗・評価

R７年度 〇

市民サービスの向上を目的に、公共施設予約システムの再構築及
びマルチペイメントの導入を行い、クレジットカードや電子マ
ネーなどでの支払が可能となり、予約から支払いまで、来庁せず
に完結できる体制を構築した。

R８年度

R9年度

実施

実施 継 続 推進
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R10年度

R11年度

実施項目名 10　職員の意識改革と能力の向上
実行責任者
（部会長）

総務課長

実施計画書（変更箇所：朱書部）

基本方針 人財育成・組織力の強化 推進管理者 総務部長

現状・課題

人財育成ビジョン策定及び定員管理計画の改訂以降、人員配置の見直しや事務
の効率化に取り組んでいる。しかしながら、行政に求められるニーズは多様
化・複雑化しており、今後も社会情勢の変化に対応できる人財の育成が求めら
れている。

目　　標 社会情勢の変化に即応できる人財と自ら考え行動できる職員の育成を図る。

取組内容
職員としての資質向上のため、階層別研修・スキルアップ研修・自己啓発研修
などより効果的な研修を行うことで、社会情勢の変化に柔軟に対応できる人財
の育成に努める。また、人事評価制度を活用した人事管理を推進する。

実施スケジュール

取組項目 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

人財育成ビジョンの更新

各種研修の実施
◆階層別研修
◆スキルアップ研修
◆自己啓発研修等

人事評価制度の推進

目標・効果値

各種研修の実施 - - - - -

進捗管理表

取組項目の
進捗・評価

R７年度 ○

人財育成ビジョンの改訂に向け、職員アンケート及びワーク
ショップを実施し、現状や課題を把握した。また、各階層に応じ
た研修を実施し、職員の能力向上を図った。
人事評価制度では、技能労務職員への導入を決定し、令和８年度
から開始することとした。

R８年度

R9年度

検討 実施 継 続

実 施 ・ 推 進

実 施 ・ 推 進
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R10年度

R11年度

実施項目名 11　効率的な組織の構築と組織力の強化
実行責任者
（部会長）

総務課長

実施計画書（変更箇所：朱書部）

基本方針 人財育成・組織力の強化 推進管理者 総務部長

現状・課題
業務ヒアリングや自己申告書を基に職員を配置しているが、業務量が増加傾向
にあり、適正な人員管理や効率的な組織体制の構築が求められる。

目　　標
柔軟かつ効率的な組織の構築と計画に基づいた人財確保による職員の適正配置
を行うとともに、誰もが働きやすい職場環境づくりに努める。

取組内容

令和４年度策定の定員管理計画を見直し、会計年度任用職員等の多様な雇用形
態を含めた総数管理に努める。また、職員の満足度や労働意欲を向上させるた
め、年次休暇の取得促進や時差出勤等の多様な働き方の検討など、働き方改革
を推進する。

実施スケジュール

取組項目 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

定員管理計画の更新

組織機構の更新

働き方改革の推進

目標・効果値

定員管理計画に基づいた
職員数の確保
（上段：正規職員、下段：会計年度任用職員）

正規職員：485
会計年度任用職員：

325

正規職員：485
会計年度任用職員：

325

計画の更新後
に設定

計画の更新後
に設定

計画の更新後
に設定

進捗管理表

取組項目の
進捗・評価

R７年度 △

組織機構は、所属長への業務ヒアリングを基に効率的な改編に向
けた協議を進めてきたが、見込以上の退職及び採用辞退が生じた
ため、適正配置が困難な状況である。
働き方改革は、通年軽装の取り掛かりとしてノーネクタイの試行
を開始した。

R８年度

R9年度

検討 実施 継 続

実 施 ・ 推 進

実 施 ・ 推 進
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R10年度

R11年度

実施項目名 12　第三セクターの健全経営の維持
実行責任者
（部会長）

農政課長
観光振興課長

実施計画書（変更箇所：朱書部）

基本方針 外郭団体の見直し・経営の健全化 推進管理者 経済部長

現状・課題

各第三セクターは、地域産業の振興、住民サービスの維持・向上、地域雇用の
拡大など地域活性化の実現を目的に、地域振興の一翼を担ってきた。
また、各物産館等については、施設が老朽化しており、修繕料等の経費が増
え、安定経営に支障をきたしている。

目　　標 地域産業の振興と経営の健全化を図る。

取組内容
令和３年度に策定した第三セクターに関する指針を基に、市の関与、施設の在
り方、経営内容の検証を行いながら安定した経営の維持を図っていく。

実施スケジュール

取組項目 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

指針に基づく取り組みの
実行・検証

目標・効果値

経営の健全化     
経営の健全
化(黒字化・
安定経営）

進捗管理表

取組項目の
進捗・評価

R７年度 〇

各法人より令和6年度決算報告を受け、７社のうち5社について
は、当期純利益が黒字決算となった。残りの２社については、仕
入れ価格の高騰等により当期純利益が赤字決算となったことを確
認した。なお、赤字決算の２社については、経営改善を図り、取
締役会等で令和７年度当期純利益が、黒字決算見込みの報告を受
けた。

R８年度

R9年度

推 進
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実施項目名 13　土地開発公社の解散
実行責任者
（部会長）

地域振興課長

実施計画書（変更箇所：朱書部）

基本方針 外郭団体の見直し・経営の健全化 推進管理者 政策企画部長

現状・課題
代行用地の処分はすべて完了しており、特別会計等を用いた土地取得方法の検
討が必要。

目　　標 早期解散を目指す。

取組内容
特別会計等を用いた土地取得方法等についての情報収集、庁内協議により方針
決定を行い、解散に向けた準備を進める。

実施スケジュール

取組項目 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

情報収集・庁内協議・方
針決定

進捗管理表

土地開発公社解散手続き

目標・効果値

土地開発公社の解散 - -
早期の解散
を目指す

- -

取組項目の
進捗・評価

R７年度 〇

特別会計を用いた土地取得方法や県内他自治体の情報収集により
解散に向けた庁内協議を行った。協議の結果、当面は状況を注視
しつつ、解散の時期について判断を行う。令和9年度の解散手続完
了目標については、変更なし。

R８年度

R9年度

R10年度

R11年度

実 施

実施
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